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１．はじめに 

 

ソフトバンクグループが保有する英半導体大手「アーム・ホールディングス」の株式を、ソフトバンク傘下の「ソフ

トバンク・ビジョン・ファンド」に売却することにより多額の売却損を計上し、結果として多額の税務上の繰越

欠損金を計上し、税務調査でも、一部期ずれはあるものの国税当局がそれを是認したというニュースが、今

年の 6月に報じられました。 

 

衝撃的なニュースであったため、ご記憶されている方も多いのではないかと考えます。 

 

このニュースが報じられた当時、私は、どのようなスキームを使えばそのような多額の売却損を計上可能なの

かが分かりませんでした。 

 

仮に「ソフトバンク・ビジョン・ファンド」に売却するまでの間に、「アーム・ホールディングス」の企業価値が下落し

ていたことが売却損発生の原因であれば、売却損は内部取引として連結財務諸表にて消去されるとして

も、会計上、のれんの減損は避けられないはずです。それにも関わらず、ソフトバンクの有価証券報告書を

見ても、「アーム・ホールディングス」に係るのれんの減損を行った旨の記載はありませんでした。個人的に謎が

深まるばかりでした。 

 

そのような中、10月 24日の産経新聞Web サイトに、以下の記事が掲載されました。 

海外子会社使った節税規制へ ソフトバンクＧの“抜け道”ふさぐ 

 

この記事を一部抜粋します（略称記載を一部改めています）。 

 

ソフトバンクグループは３０年３月、アーム・ホールディングスの価値の大半を占める子会
社「アーム・リミテッド」の株式の約７５％を配当として取得、意図的にアーム・ホールデ
ィングスの企業価値を大きく低下させた。その上で、価値が低下したアーム・ホールディン

https://www.sankei.com/economy/news/191024/ecn1910240036-n1.html
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グス株の大半をソフトバンクグループ傘下の「ソフトバンク・ビジョン・ファンド」などに
出資する形で譲渡。その結果、買収時の簿価に対し、多額の損失がソフトバンクグループに
生じた形となりソフトバンクグループはほとんど法人税を納めていないのだという。 

 

つまり、以下のステップを踏んでいることになります。 

 

①アーム・ホールディングスの主要子会社株式を、ソフトバンクグループが現物分配により取得。このとき、外

国子会社配当等の益金不算入制度により、配当金の 95%が益金不算入となる。 

②現物分配により企業価値が下落したアーム・ホールディングス株式を、「ソフトバンク・ビジョン・ファンド」に

現物出資し、簿価と時価の差額を売却損として計上 

 

倫理的な面はともかく、思わず感嘆してしまいました。 

 

２．今月の税務関連ニュース 

 

官公庁や公的機関から公表された文書を、税目別かつ公表者別にまとめました。内容には細心の注意を

払っておりますが、公表文書の網羅性を保証するものではありませんので、予めご承知おきください。なお、

特に注目していただきたい項目を黄色のマーカーで示してあります。 

 

内容 公表者 

法人税等 

  地方法人税の税率の改正のお知らせ 

国税庁 

  令和元年版連結確定申告書等の記載の手引 

国税庁 

  
「法人税申告書別表１（１）等の記載項目の追加等について」の一部改正につい

て（法令解釈通達） 

国税庁 

  「連結法人税の個別帰属額の届出書」の誤りについて 

国税庁 

  平成３１年４月以降に提供した法人税等各種別表関係（更新） 

国税庁 

  
「法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について」の一部改正について（法令

解釈通達） 

国税庁 

  平成３０事務年度 法人税等の申告（課税）事績の概要 

国税庁 

  
現物分配法人の株主が新株予約権を保有している場合の適格株式分配（適格ス

ピンオフ）該当性について（文書回答事例） 

国税庁 

  「（ＩｏＴ税制）計画認定事例集」の公表 

経済産業省 

  コネクテッド・インダストリーズ税制（ＩｏＴ税制）計画認定事例集の公表 

経済産業省 

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/hojin/chihou_hojin/01.htm
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/hojin/renketsuhoujintebiki2019/01.htm
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/hojin/kaisei/1909xx/index.htm
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/hojin/kaisei/1909xx/index.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/hojin/shinkoku/itiran2019/pdf/0019009-034.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/hojin/shinkoku/itiran_r01/00.htm
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/hojin/kaisei/190930/index.htm
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/hojin/kaisei/190930/index.htm
https://www.nta.go.jp/information/release/kokuzeicho/2019/hojin_shinkoku/index.htm
https://www.nta.go.jp/about/organization/kantoshinetsu/bunshokaito/hojin/190531/index.htm
https://www.nta.go.jp/about/organization/kantoshinetsu/bunshokaito/hojin/190531/index.htm
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/data-katsuyo/iot-zeisei/190930_nintei_jirei.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/data-katsuyo/iot-zeisei/190930_nintei_jirei.pdf
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内容 公表者 

  事業承継の取組事例 

中小企業庁 

  法人版事業承継税制を実際に活用した事業者の事例 

中小企業庁 

  法人版事業承継税制の活用促進に向けた取組事例 

中小企業庁 

  第２８回税制調査会（総会）の資料 

内閣府 

  経済社会の構造変化を踏まえた令和時代の税制のあり方 

内閣府 

  令和２年度税制改正に関する意見 

日本商工会議所 

消費税等   

  消費税及び地方消費税の申告書の書き方 

国税庁 

  消費税法基本通達の一部改正について（法令解釈通達）等 

国税庁 

  消費税法基本通達の一部改正について（法令解釈通達） 

国税庁 

  申告書添付書類 一覧（消費税及び地方消費税 申告書添付書類）（更新） 

国税庁 

  消費税の軽減税率制度に係るｅ－Ｔａｘの対応について 

国税庁 

  消費税確定申告書を作成するためには、「区分経理」が必要です。（チラシ） 

国税庁 

  （パンフレット）「知ってほしい！消費税のこと。暮らしのこと。」の更新 

財務省 

所得税等   

  
「租税特別措置法に係る所得税の取扱いについて」の一部改正について（法令解釈

通達） 

国税庁 

  年末調整手続の電子化に向けた取組について 

国税庁 

  
（パンフレット）「個人の方が上場株式等を保有・譲渡した場合の金融・証券税制に

ついて」の更新 

国税庁 

  
変更を予定している電子計算機等による年末調整に使用する表（令和 2年分）

（事前の情報提供） 

国税庁 

  令和 年分 給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表（ＯＣＲ帳票）の様式  

国税庁 

  
令和２年分の所得税確定申告から６５万円の青色申告特別控除の適用要件が

変わります（リーフレット） 

国税庁 

  
「『租税特別措置法（株式等に係る譲渡所得等関係）の取扱いについて』等の一

部改正について（法令解釈通達）」の趣旨説明（情報） 

国税庁 

相続税・贈与税   

  財産評価基本通達の一部改正について（法令解釈通達） 

国税庁 

  
「相続税及び贈与税における取引相場のない株式等の評価明細書の様式及び記載

方法等について」の一部改正について（法令解釈通達） 

国税庁 

  「財産評価基本通達の一部改正について」通達等のあらましについて（情報） 

国税庁 

  相続税の申告のためのチェックシート（令和元年分以降用） 

国税庁 

file:///C:/Users/takes/AppData/Local/Microsoft/Windows/INetCache/Content.MSO/◆法人版事業承継税制を実際に活用した事業者の事例
https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/2019/190927syoukei_jirei01.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/2019/190927syoukei_jirei02.pdf
https://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2019/1zen28kai.html
https://www.cao.go.jp/zei-cho/shimon/1zen28kai1_2.pdf
https://www.jcci.or.jp/news/jcci-news/2019/0919160000.html
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/07.htm
file:///C:/Users/takes/AppData/Local/Microsoft/Windows/INetCache/Content.MSO/◆消費税法基本通達の一部改正について（法令解釈通達）
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/shohi/kaisei/r0110/pdf/kaisei.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/shohi/shinkoku/itiran/1461_31-3.htm
http://www.e-tax.nta.go.jp/topics/topics_191001.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/0019009-087.pdf
https://www.gov-online.go.jp/cam/shouhizei/assets/pdf/shittehoshii_pamph.pdf
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/shotoku/sochiho/kaisei/190925/index.htm
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/shotoku/sochiho/kaisei/190925/index.htm
https://www.nta.go.jp/users/gensen/nenmatsu/nencho.htm
https://www.nta.go.jp/users/gensen/nisa/pdf/0019009-091.pdf
https://www.nta.go.jp/users/gensen/nisa/pdf/0019009-091.pdf
https://www.nta.go.jp/users/gensen/nenmatsu/denshikeisan.htm
https://www.nta.go.jp/users/gensen/nenmatsu/denshikeisan.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/hotei/23100051.htm
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/shotoku/0019009-126.pdf
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/shotoku/0019009-126.pdf
https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/shotoku/joto-sanrin/0019009-092/0019009-092.pdf
https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/shotoku/joto-sanrin/0019009-092/0019009-092.pdf
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/sisan/hyoka/kaisei/1909xx/01.htm
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/hyoka/kaisei/r0109/index.htm
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/hyoka/kaisei/r0109/index.htm
https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/hyoka/r0109/01.htm
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/sozoku-zoyo/2019/pdf/04-067-0a.pdf
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内容 公表者 

  相続税の申告書がｅ－Ｔａｘで提出できるようになりました。 

国税庁 

  
「令和元年分の類似業種比準価額計算上の業種目及び業種目別株価等につい

て」の一部改正について（法令解釈通達） 

国税庁 

  「相続税又は贈与税の災害減免措置について【令和元年分用】」の公表 

国税庁 

国際課税   

  
ＯＥＣＤが公表した「Ｃｏｍｍｏｎ Ｒｅｐｏｒｔｉｎｇ Ｓｔａｎｄａｒｄ 

Ｕｓｅｒ Ｇｕｉｄｅ Ｖｅｒｓｉｏｎ ３．０」の仮訳 

国税庁 

地方税   

  ふるさと納税に係る総務大臣の指定 

総務省 

税制全般その他   

  平成３０年分民間給与実態統計調査結果 

国税庁 

  
ｅ－Ｔａｘソフトをご利用の際に「この帳票の作成者ではないため、編集はできませ

ん。」と表示された方へ 

国税庁 

  国税庁認証局（クライアント証明書発行手続等）について 

国税庁 

  イメージデータによる提出可能な添付書類の範囲拡大について  

国税庁 

  （パンフレット）「ダイレクト納付をご利用ください」の更新  

国税庁 

  台風第１９号により被害を受けられた皆様方へ 

国税庁 

  各省庁の令和２年度関税改正要望事項 

財務省 

  平成３１年１月から３月分までの裁決事例の追加等  

国税不服審判所 

  
令和元年８月の前線に伴う大雨に関する災害、令和元年台風第１５号で被災し

た事業者に対する軽減税率対策補助金の対応について 

経済産業省 

  
令和元年８月末までに先端設備等導入に伴う固定資産税ゼロの措置を実現した自

治体を公表します 

中小企業庁 

  「中小企業税制パンフレット（令和元年度版）」の公表  

中小企業庁 

 

３．当事務所 Web サイト掲載ナレッジ情報 

 

ナレッジ一覧はこちら 

 

以上 

 

http://www.e-tax.nta.go.jp/topics/topics_191001_souzoku.htm
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/hyoka/r01/1910/01.htm
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/hyoka/r01/1910/01.htm
http://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/saigai/index.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kokusai/crs/teikyohouhou.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kokusai/crs/teikyohouhou.htm
http://www.soumu.go.jp/main_content/000645462.pdf
https://www.nta.go.jp/information/release/kokuzeicho/2019/minkan/index.htm
http://www.e-tax.nta.go.jp/topics/topics_190927.htm
http://www.e-tax.nta.go.jp/topics/topics_190927.htm
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/shohi/menzei/certificate.htm
http://www.e-tax.nta.go.jp/topics/topics_191001_image.htm
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/e-tax/direct_nofu.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/saigai/r1/0019010-071/index.htm
https://www.mof.go.jp/customs_tariff/tariff_reform/fy2020/index.htm
http://www.kfs.go.jp/service/JP/idx/114.html
https://www.meti.go.jp/press/2019/09/20190930006/20190930006.html
https://www.meti.go.jp/press/2019/09/20190930006/20190930006.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/seisansei/2019/190927seisansei.htm
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/seisansei/2019/190927seisansei.htm
https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/pamphlet/2019/191010zeisei.pdf
https://amano-cpa.com/knowledge

